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●シンガポールにおけるヘルスケア産業と企業進出の可能性 
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道内景気は、持ち直しの動きが一服している。

需要面をみると、個人消費は、飲食料品を中心にスーパー販売額が前年並みを回復するな

ど、消費税増税前の駆け込み需要の反動減の影響が薄れている。住宅投資は、駆け込み需要

の反動減から、持家を中心に前年を下回っている。設備投資は、概ね前年並みで推移してい

る。公共投資は、伸びが鈍化している。観光は、国内客が横ばいながらも海外客が増加して

いる。輸出は、北米や西欧向けが増加した。

生産活動は停滞している。雇用情勢は有効求人倍率、新規求人数ともに改善が続いてい

る。企業倒産は件数、負債金額ともに増加したものの低水準が続いている。
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軽乗用車 小型車 前年比（右目盛） 普通車 
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（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会）

①大型小売店販売額～４か月ぶりに増加

７月の大型小売店販売額（全店ベース、前

年比＋１．１％）は、４か月ぶりに前年を上

回った。

百貨店（前年比▲１．５％）は、衣料品、飲

食料品、身の回り品が前年を下回った。スー

パー（同＋１．９％）は、衣料品、身の回り

品、その他の品目が前年を下回ったが、飲食

料品が前年を上回った。

コンビニエンスストア（前年比＋４．０％）

は、１０か月連続で前年を上回った。

②乗用車新車登録台数～４か月連続で減少

７月の乗用車新車登録台数は、１８，００２台

（前年比▲４．６％）と４か月連続で前年を下

回った。車種別では、普通車（同＋２．２％）

は増加したが、軽乗用車（同▲９．８％）、小型

車（同▲４．４％）が減少した。

４～７月累計では、６１，８５７台（前年比

▲５．３％）と前年を下回って推移している。

普通車（同▲４．６％）、小型車（同▲７．１％）、

軽乗用車（同▲３．８％）いずれも前年を下

回っている。

道内経済の動き
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その他 プロサッカー 総来場者（前年比、右目盛） プロ野球 
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持家 貸家 給与 前年比（右目盛） 分譲 
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（資料：国土交通省）
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（資料：国土交通省）

③札幌ドーム来場者～２か月連続で減少

７月の札幌ドームへの来場者数は２０３千人

（前年比▲３０．８％）と２か月連続で前年を下

回った。内訳はプロ野球が１２４千人（同

▲４２．２％）、プロサッカーが３４千人（同

＋１７０．６％）、その他が４５千人（同▲２３．６％）

だった。プロサッカーの試合数が増加したが

プロ野球の試合数が減少した。

１試合あたり来場者数は、プロ野球が

４１，２０８人（前年比＋４８．８％）、プロサッカー

が１７，１７６人（同＋３５．３％）だった。

④住宅投資～７か月連続で減少

７月の新設住宅着工戸数は、２，９５３戸（前

年比▲４．７％）と７か月連続で前年を下回っ

た。利用関係別では、貸家（同＋１２．８％）、

分譲（同＋１４．０％）は増加したが、持家（同

▲２５．５％）が減少した。

４～７月累計では、１１，８６８戸（前年比

▲７．９％）と前年を下回って推移している。

利用関係別では、貸家（同＋４．１％）、分譲

（同＋１．０％）は増加しているが、持家（同

▲２３．６％）が減少している。

⑤民間設備投資～２か月ぶりに減少

７月の民間非居住用建築物着工床面積は、

１７３，３７２㎡（前年比▲２０．９％）と２か月ぶり

に前年を下回った。業種別では、製造業（同

▲７５．３％）、非製造業（同▲１１．７％）とも、

前年を下回った。

４～７月累計では、８０３，２７８㎡（前年比

▲３．５％）と前年を下回って推移している。

業種別では、製造業（同＋１．５％）は前年を

上回っているが、非製造業（同▲５．１％）は

前年を下回っている。

道内経済の動き
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航空機 ＪＲ フェリー 前年比（右目盛） 
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（資料：�北海道観光振興機構）
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（資料：法務省入国管理局）

⑥公共投資～２か月連続で減少

８月の公共工事請負金額は、７４９億円（前

年比▲２７．８％）と２か月連続で前年を下回っ

た。

発注者別では、国（前年比▲４３．５％）、北

海道（同▲３３．２％）、市町村（同▲４．２％）い

ずれも前年を下回った。

４～８月累計では、請負金額６，２０３億円

（前年比＋１．０％）と前年を上回って推移して

いる。

⑦来道客数～２か月連続で前年を下回る

７月の国内輸送機関利用による来道客数

は、１，１８０千人（前年比▲０．２％）と２か月連

続で前年を下回った。輸送機関別では、航空

機（同＋２．０％）は前年を上回ったが、JR

（同▲１７．７％）、フェリー（同▲６．７％）が前

年を下回った。

４～７月累計では、４，０１０千人と前年を

０．６％下回っている。

⑧外国人入国者数～１８か月連続で増加

７月の道内空港・港湾への外国人入国者数

は、１０２，７０１人（前年比＋３０．２％）と１８か月

連続で増加した。４～７月累計では、

２６１，４９３人（前年比＋２６．７％）と前年を上

回って推移している。

７月の新千歳空港国際線の輸送旅客数は前

年に比べ２２．４％増加した。路線別では、バン

コク線、上海線などが増加した。

道内経済の動き
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輸出 輸入 輸出（前年比、右目盛） 輸入（同、同） 
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⑨貿易動向～輸出は３か月ぶりに増加

７月の道内貿易額は、輸出が前年比２．７％

増の３７６億円、輸入が同２１．９％減の１，０３６億円

となった。

輸出は自動車の部分品や一般機械、魚介類

及び同調製品などが増加し、３か月ぶりに前

年を上回った。輸入は製油所の再編から原油

及び粗油が大幅に減少するなどし、４か月連

続で前年を下回った。

⑩鉱工業生産～２か月ぶりに上昇

７月の鉱工業生産指数は９８．２（前月比

＋２．１％）と２か月ぶりに上昇した。前年比

（原指数）では▲２．８％と４か月連続で低下し

た。

業種別では、前月に比べ、輸送機械工業な

ど５業種が低下したが、石油・石炭製品工

業、食料品工業、電気機械工業など１１業種が

上昇した。

⑪雇用情勢～改善が続く

７月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は０．８３倍（前年比＋０．１３ポイント）と５４か月

連続で前年を上回った。

新規求人数は、前年比２．２％の増加とな

り、５４か月連続して前年を上回った。業種別

では、医療・福祉（前年比＋９．３％）、製造業

（同＋１６．４％）、運輸業・郵便業（同＋８．９％）

などが増加した。

道内経済の動き
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現金給与総額（前年比・右目盛） 現金給与総額 きまって支給する給与 
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⑫名目賃金指数～６か月連続で上昇

６月の名目賃金指数は、現金給与総額が

１３７．２（前年比＋６．７％）となり、６か月連続

で前年を上回った。現金給与総額のうちき

まって支給する給与は１０１．３（同＋３．９％）と

なり、６か月連続で前年を上回った。

⑬倒産動向～件数、負債総額とも増加

８月の企業倒産は、件数が２８件（前年比

＋３．７％）、負債総額が４１億円（同＋５６．２％）

となった。件数は４か月ぶり、負債総額は１０

か月ぶりにそれぞれ前年を上回った。

業種別では、建設業が５件、サービス・他

が９件などとなった。

⑭消費者物価指数～１５か月連続で上昇

７月の消費者物価指数（生鮮食品を除く総

合指数）は１０４．８（前年比＋３．７％）と、１５か

月連続で前年を上回った。

費目別では、食料（前年比＋４．６％）、光

熱・水道（同＋７．９％）、教養・娯楽（同

＋５．４％）など、１０大費目のすべての費目で

前年を上回った。

道内経済の動き
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（年度） 

実質経済成長率  （％） 北海道 全国 

（注） １.　全国は内閣府調べ。２６年度は日本銀行政策委員「大勢見通し（７月時点）」の中央値。 
　　　 ２.　北海道は北海道経済部調べ。２４年度以降は当行推計。 
　　　 ３.　平成１７暦年基準。全国は連鎖価格方式。北海道は固定基準年方式。 
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北海道経済の現状は、消費税率引き上

げに伴う駆け込み需要の反動により、個

人消費や鉱工業生産などが落ち込み、前

年度から続く持ち直しの動きに一服感が

みられる。

需要項目別に先行きを展望すると、個

人消費は、雇用・所得環境の改善を背景

に持ち直しの動きを強め、前年度を上回

ろう。住宅投資は、低調な推移となろ

う。設備投資は、製造業、非製造業とも

増加しよう。公共投資は、前年度を下回

るものの引き続き高水準で推移し、景気

を下支えしよう。

この結果、実質成長率は０．７％（２５年

度２．３％）、名目成長率は２．２％（同

２．１％）となろう。本年４月からの消費

税増税の影響は限定的なものとなり、実

質成長率はプラス成長を維持しよう。

平成２６年度北海道経済の見通し
＜改訂＞

要 約

― ６ ―北洋銀行 調査レポート ２０１４年１０月号
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１．概況

（１）国内経済の動向

現状の国内経済は、基調としては緩やかな

回復を続けている。外需は伸び悩んでいるも

のの、消費税率引き上げに伴う駆け込み需要

の反動減の影響が収束に向かっているほか、

設備投資や公共投資が前年を上回って推移し

ている。

先行きについては、個人消費は、雇用・所

得環境の改善を背景に緩やかに持ち直そう。

住宅投資は低迷しよう。設備投資は、企業業

績の改善を反映し増加が続こう。輸出は、米

国経済の持ち直しを前提に、増加しよう。

このように、国内経済は、引き続き回復軌

道をたどるものとみられる。

（２）北海道経済の動向

北海道経済は、年度当初、消費税増税前の

駆け込み需要の反動から、個人消費や鉱工業

生産で落ち込みが見られたものの、徐々にそ

の影響は薄れている。また公共投資が高水準

を維持しているほか、観光関連も底堅く推移

しており、これらが景気を下支えしている。

今後を展望すると、需要面では、個人消費

が雇用・所得環境の改善を背景に、持ち直し

の動きを強め、前年度を上回ろう。住宅投資

は低迷が続こう。設備投資は、製造業、非製

造業とも増加しよう。

（３）物価動向

物価の動向をみると、消費者物価指数（生

鮮食品を除く総合）は前年同期比で上昇が続

いている。この要因には、消費税率引き上げ

による直接的な影響のほか、一昨年からの円

高修正による輸入原材料の価格上昇などが考

えられる。先行きは、現状落ち着いている為

替相場に大きな変動がないとすると、消費者

物価の上昇幅は幾分縮小しよう。

（４）道内経済成長率

以上のような経済状況を勘案すると、２６年

度の道内経済成長率は実質成長率０．７％、名

目成長率２．２％となり、名目成長率が実質成

長率を上回ろう。

２．道内総生産（支出側）の動向

（１）民間最終消費支出

本年度に入り、個人消費には、消費税率引

き上げ前の駆け込み需要の反動から、落ち込

みが見られた。しかしながら、飲食料品など

を中心にスーパー販売額が概ね前年並みを回

復したほか、自動車販売のマイナス幅が縮小

しつつあるなど、個人消費は緩やかに持ち直

しに向かっている。

雇用環境をみると、有効求人倍率は４年以

上にわたって改善が続いており、建設や観光

関連（宿泊、飲食業）、医療・福祉などの業

種で、人手不足が顕著となっている。また失

業率も緩やかに改善しており、１５歳以上の人

口が減少するなか、就業者数は増加傾向にあ

る。このような動きは、いまだ非正規雇用が

中心ではあるものの、雇用環境が改善してい

ることを裏付けている。また所得環境は、時

間外手当の増加に加え、ベースアップの動き

も広がっており、総じて改善傾向にある。こ

のような雇用・所得環境のもとで、今後、個

人消費の持ち直しの動きは次第に強まり、年

度を通じてみれば反動減の影響は限定的なも

のとなろう。

この結果、民間最終消費支出は実質成長率

０．３％、名目成長率１．８％となろう。

平成２６年度北海道経済の見通し

― ７ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１４年１０月号
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（２）総固定資本形成

（ａ）住宅投資

本年度の住宅投資は、総じて低調な推移と

なろう。前年度までに需要が前倒しされてい

ることや、建築コスト上昇がマイナス要因と

なり、持ち直しは来年度以降となろう。

利用別にみると、持家は、駆け込み着工の

反動の影響が色濃く残っており、今後も低調

な推移が続こう。貸家は、今のところ前年度

を上回って推移しているものの、水準として

は決して高くはない。先行きは、建築コスト

の上昇などから小幅な伸びにとどまろう。マ

ンションを中心とした分譲は、現状では前年

を下回っている。先行きは、建築コストの上

昇に加え用地不足もあって、引き続き低水準

で推移しよう。

このため利用別の着工戸数は、持家が１１０

百戸、貸家が１８１百戸、分譲が３７百戸、給与

２百戸、合計で３３０百戸程度となり、前年度

実績（３４，９６７戸）を下回ろう。

この結果、住宅投資は実質成長率△５．１％、

名目成長率△３．７％となろう。

（ｂ）設備投資

本年度は、製造業、非製造業とも前年を上

回ろう。製造業は、石油・石炭製品や輸送用

機械などが増加するとみられる。非製造業

は、エネルギー分野で蓄電池設置や国内最大

規模のバイオマス発電が計画されているほ

か、運輸関連で安全性向上対策や新型車両の

導入、空港ビルの改装などが予定されてい

る。

この結果、設備投資は実質成長率３．４％、

名目成長率４．９％となろう。

（ｃ）公共投資

前年度、いわゆる“アベノミクス第２の

矢”として本道経済に大きく寄与した公共投

資であるが、本年度は前年を下回ろう。しか

しながら、本年度の実質的な北海道開発予算

は５，７８０億円（＝平成２６年度当初予算４，８５４億

円＋平成２５年度補正予算９２６億円 前年比

△１５％）と、過去５年間では前年度に次ぐ２

番目の規模であり、一定程度、景気を下支え

しよう。

この結果、公共投資は実質成長率△３．７％、

名目成長率△２．６％となろう。

（３）域際取引

移輸出では、アジア向け魚介類や同調整

品、北米向け自動車の部分品などの輸出が増

加基調にある。観光関連では、成田発着便の

減少などもあって国内観光客の伸びは幾分弱

まるものの、アジアを中心とした外国人観光

客は引き続き増加するものとみられ、観光客

数は概ね前年並みとなろう。

この結果、移輸出は実質成長率１．８％、名

目成長率２．９％となろう。

移輸入では、製油所の再編により原油粗油

の輸入が、年度当初から大きく減少してい

る。この影響は、石化製品工場として再稼働

する年央以降、収束に向かうであろう。ま

た、移入は、道内需要の持ち直しにより、前

年度実績を上回ろう。

この結果、移輸入は実質成長率１．１％、名

目成長率１．４％となろう。

平成２６年度北海道経済の見通し

― ８ ―北洋銀行 調査レポート ２０１４年１０月号
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３．道内総生産（生産側）の動向

一次産業では、農業の耕作部門は、水稲の

作付面積が減少していることから、作況が平

年並みとすれば、前年を下回ろう。畜産部門

では、乳価が引き上げられたものの、生乳生

産量が低調に推移していることから、農業総

生産は３．６％減とみられる。林業は、資源が

中長期的に回復傾向にあることに加え、円安

による輸入材の減少から、総生産は６．６％増

とみられる。水産業は、前年度好調だったホ

タテガイやスルメイカなどが、平年並みの漁

獲量に落ち着くものとすると、総生産は

１．６％減とみられる。

この結果、一次産業総生産は２．９％減とな

ろう。

二次産業では、製造業は、前年に引き続き

自動車関連や食料品などの生産が堅調に推移

しよう。現状では、駆け込み需要の反動や製

油所の再編もあって弱い動きとなっている

が、それらの影響は次第に薄れてゆき、総生

産は３．４％増とみられる。建設業は、公共投

資が比較的高水準で推移するものの、前年度

比では落ち込みが予想され、総生産は３．１％

減とみられる。

この結果、二次産業総生産は０．３％増とな

ろう。

三次産業では、卸売・小売業は、大型小売

店販売や自動車販売で既に反動減の縮小がみ

られており、前年を上回ろう。金融・保険・

不動産業は安定的に推移しよう。また運輸や

宿泊、飲食などのサービス業は、来道客数が

底堅く推移するほか道内需要の持ち直しによ

り、前年を上回ろう。

この結果、三次産業総生産は２．９％増とな

ろう。

（平成２６年８月２１日公表）

平成２６年度北海道経済の見通し

― ９ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１４年１０月号
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（第１表）道内総生産（支出側）
（単位：億円、％）

項 目

名 目 値 （ ）内は前年度比伸び率 実 質 成 長 率

２４年度

（実績見込み）

２５年度

（実績見込み）

２６年度

（見通し）
２４年度 ２５年度 ２６年度

民間最終

消費支出

１０９，７０７

（１．９）

１１２，０５６

（２．１）

１１４，１１７

（１．８）
２．０ １．５ ０．３

政府最終

消費支出

４７，９００

（△０．２）

４７，２４４

（△１．４）

４７，４５９

（０．５）
０．４ △１．９ △０．６

総固定

資本形成

３２，４５３

（３．４）

３４，４３５

（６．１）

３４，５８９

（０．４）
４．２ ５．０ △０．７

住宅投資

設備投資

公共投資

４，７６０

（３．７）

１３，９６６

（３．０）

１３，７２７

（３．５）

４，７５５

（△０．１）

１４，５８２

（４．４）

１５，０９８

（１０．０）

４，５７９

（△３．７）

１５，３０２

（４．９）

１４，７０８

（△２．６）

４．２

４．０

４．３

△０．５

３．１

９．０

△５．１

３．４

△３．７

移 輸 出 ６０，７６３

（△０．４）

６３，２４７

（４．１）

６５，１０６

（２．９）
１．０ ３．１ １．８

移 輸 入

（控 除）

７７，８５９

（１．１）

８２，４０３

（５．８）

８３，５５０

（１．４）
０．１ １．５ １．１

道内総生産

（支出側）

１８１，７５６

（△０．５）

１８５，５９７

（２．１）

１８９，７２３

（２．２）
１．２ ２．３ ０．７

在庫増・統計上の不突合を除いているので、合計は道内総生産と一致しない。

（第２表）実質成長率の増加寄与度
（単位：％）

項 目 ２４年度 ２５年度 ２６年度

民間最終消費支出
政府最終消費支出
総固定資本形成

１．２
０．１
０．７

０．９
△０．５
０．８

０．２
△０．１
△０．１

住宅投資
設備投資
公共投資

０．１
０．３
０．３

△０．０
０．２
０．６

△０．１
０．３
△０．３

移輸出
移輸入 （控除）

０．３
０．０

０．９
０．５

０．６
０．４

道内総生産（支出側） １．２ ２．３ ０．７

在庫増・統計上の不突合を除いているので、合計は道内総生産と一致しない。

平成２６年度北海道経済の見通し

― １０ ―北洋銀行 調査レポート ２０１４年１０月号
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（第３表）道内総生産（生産側）
（単位：億円、％）

項 目
２４年度

（実績見込み）

２５年度

（実績見込み）

２６年度

（見通し）

前 年 度 比 伸 び 率

２４年度 ２５年度 ２６年度

一次産業

農 業

林 業

水 産 業

６，８７９

５，２５１

２２４

１，４０４

６，９７８

５，２６４

２４４

１，４７０

６，７７９

５，０７３

２６０

１，４４６

３．０

４．３

△６．１

△０．０

１．４

０．２

８．９

４．７

△２．９

△３．６

６．６

△１．６

二次産業

鉱 業

製 造 業

建 設 業

２８，０８１

２６６

１５，１３６

１２，６７９

２９，６０２

２６０

１５，３８７

１３，９５５

２９，６８８

２６１

１５，９０９

１３，５１８

△１．８

△０．２

△６．８

４．９

５．４

△２．３

１．７

１０．１

０．３

０．４

３．４

△３．１

三次産業

卸・小売業

金融・保険・
不 動 産 業

電気・運輸・
サービス業

政府・対家
計サービス

１４６，４０３

２５，３８８

２７，９７０

６３，５１１

２９，５３４

１４８，５５０

２６，４２５

２９，０６５

６３，８３３

２９，２２７

１５２，８９６

２７，３８８

２９，５４８

６６，２５４

２９，７０６

△０．３

３．４

△０．５

△１．５

△０．６

１．５

４．１

３．９

０．５

△１．０

２．９

３．６

１．７

３．８

１．６

道内総生産

（生産側）
１８１，７５６ １８５，５９７ １８９，７２３ △０．５ ２．１ ２．２

輸入品に課される税・関税、資本形成に係る消費税等を除いているので、合計は道内総生産と一致しない。

平成２６年度北海道経済の見通し

― １１ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１４年１０月号
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― １２ ―北洋銀行 調査レポート ２０１４年１０月号

現在の日本国憲法が施行されてから６５年以上が経過している今日、焼け跡の中から会社を再興

し、あるいは創業された多くの方々が世代交代を迎えられておられることと思います。そして、

再興や創業された多くの方々が、戦後の新しい諸制度のもとで、基本的人権の尊重や男女平等を

学び、今日の繁栄を築かれたことに敬意を表します。

私が現在の仕事をさせていただくようになってから、数多くの方々の相続に関するお手伝いや

ご相談を承りました。中には、人それぞれの生い立ちや家族関係、生活環境など、法律で割り切

ることができない要因が重なり合った結果、複雑な、深刻な事態に発展してしまうこともありま

した。

本稿では、皆様の事業承継の一助としていただければと考え、相続に関する基礎的なお話を事

例を挙げてご説明いたします。

１ 相続とは
亡くなった人（「被相続人」といいます）の財産上の権利・義務を、家族などの相続人が受け

継ぐことをいいます。財産上の権利・義務というと、とかく現金預貯金、不動産、株式など、プ

ラスの財産に目が行きがちですが、借金や債務者としての地位など、マイナスの財産も相続財産

となります。このようなプラスの財産とマイナスの財産の相続は、「死亡によって開始する。」（民

法８８２条）こととなります。

２ 相続の今と昔
相続人に関する法律は、戦前の「長子単独相続」から戦後の「諸子均分相続」へと変わりまし

た。
いえ

（１）旧民法制度には「家」制度があり、その家の絶対的な権力者は「戸主」でした。いわゆる

「家長」で、多くは「父親」であったり、「祖父」であったりしました。家を存続させるために

は、戸主が死亡したり隠居した場合には、次の戸主にその家に属する人と財産を引き継がねばな

りません。この引き継ぎのことを「家督相続」といいます。ここでいう財産には、家屋敷は勿

論、仏壇墓などの祭祀財産も全て含まれます。この家を引き継ぐのはほとんどが長男で、ここか

ら「長男が家の跡を継ぐ」という考えになります。長男が夭逝したり、未婚のままで死亡した場

合などでは、二男などの男子が家督を相続することとなりますが、家に男子がいなければ、他家

から男子を迎い入れ、戸主の養子とするか、家の女子の夫として家に入ってもらうかという方法

を採るのがほとんどでありました。「お家大事」「長男は跡取りだから特別」という風潮は、当時

の法律であれば当然と言えば当然でありました。

（２）戦後新憲法のもと、この家制度を全面的に改めた現在の民法が施行され、家督制度は消滅
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しました。男子であっても女子であっても個人が尊重され平等となり、隠居はなくなり、相続は

死亡のみによって開始することとなりました。戸籍についても、家と戸主をもとにした戸籍か

ら、夫婦とその未婚の子どもをもとにした戸籍に作り替えられました。婚姻による氏について

は、夫の氏でも妻の氏でも、その婚姻届時によって選択することとなり、どちらかの家に入るこ

とではなく、夫婦で新しい家族を作るということとなりました。

（３）上記（１）（２）の変遷を経て今日に至るのですが、人の心や世間の風習などは、法律に

よっておいそれと変わるものではなく、「家」は長男が継ぐものだ、女の子は結婚すると苗字が

変わる、などという家督相続時代の名残は未だに強く残っているのが現状です。

そんな中で相続が発生するとどうなるか。親や長男（場合によっては長女）は「兄弟姉妹の中

で一番上だから、家を、墓を、仏壇を継いでいかねばならない。」という理由から、家督制度的

な考え方をしがちです（人によっては、幼いころから親が植えつけていきます。）。しかし、この

一番上の子以外の者は、「長男（長女）だけが家を継ぐというのは昔の考え方。長男でなくて

も、男であっても女であっても家や墓などを継いでも問題はない。民法という法律があるのだか

ら、慣習などによらず、当然法の定めによって相続、財産分けをするべきだ。」と考えます。結

果として、例えば父親が亡くなった時の遺産分けの際に、「長男（長女）vs 他の兄弟姉妹」とい

う意見・考え方の衝突が起こることがあります。場合によっては、「相続」が「争族」となり、

泥沼化して「争続」ということも少なくありません。親類縁者も巻き込み、最終的には「出る所

へ出て決着をつける」こととなり、以降親戚付き合いはなく、故人先祖の墓参りも人目を忍ん

で…ということにもなりかねません。

誰も自分の死によって、身内が争いごとを始めて、最後には皆バラバラになっても構わないと

考えることはないでしょう。でも、相続の現場では珍しいことではありません。遺産の内容・多

寡とは別です。少なくても揉める場合がありますし、多いけれどすんなりとまとまることもあり

ます。では、どうしたらいいのか。順を追ってご説明いたします。

３ 法定相続人
（１）被相続人の配偶者は相続人となります（民法８９０条）。そして、被相続人の子も相続人と

なり、当該被相続人の子が、相続開始前に死亡しており、被相続人の子の子（つまり孫）

がいる場合、その孫に当たる者が相続人となります（民法８７７条）。この被相続人の子や孫

を「第１順位の相続人」といい、後述の第２順位や第３順位の相続人よりも優先して法定

相続権が与えられます。

以下、事例を挙げて説明いたします。
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二男

Ｄ男
長男

Ｃ男

妻

Ｂ子
夫

Ａ男

Ｅ子

二男の長男

Ｆ男
二男の長女

Ｇ子

夫

Ａ男
妻

Ｂ子

長男

Ｃ男
二男

Ｄ男

長女

Ｊ子

前妻

Ｈ子

Ｅ子

二男の長男

Ｆ男
二男の長女

Ｇ子

夫

Ａ男
妻

Ｂ子

長男

Ｃ男
二男

Ｄ男

【事例１】 相続人が配偶者と子供（直系卑属）の場合

● 平成２６年６月１日 Ａ男死亡。

◎ 法定相続人は、配偶者のＢ子、子供のＣ男とＤ男の計３名。

【事例２】 相続人が配偶者と子供（直系卑属）と子供の子の場合

● 平成２６年６月１日 Ａ男死亡。

● 平成２４年３月１５日 Ｄ男死亡。

◎ 法定相続人は、配偶者のＢ子、子供のＣ男と、Ｄ男が

Ａ男よりも先に死亡しているので、Ｄ男の子のＦ男とＧ

子（この２名を「代襲相続人」という）の計４名。この

場合、Ｆ男やＧ子が成人しているか否かは関係なくＡ男

の相続人となる。また、Ｄ男の妻Ｅ子は法定相続人とは

ならない。

◆ Ｆ男やＧ子は未成年であっても相続人となる。

【事例３】 被相続人が再婚者の場合

● 昭和６３年１０月１０日 Ａ男の前妻Ｈ

子死亡（あるいはＨ子と離婚）。Ａ

男は後にＢ子と再婚。

● 平成２６年６月１日 Ａ男死亡

◎ 法定相続人は配偶者のＢ子、Ｂ子

との間の子であるＣ男とＤ男、そし

て前妻Ｈ子との間の子であるＪ子の

計４名

◆ Ｈ子はＡ男死亡時に生存していて

も相続人とはならない。

◆ 事例２の時と異なり、Ｄ男が生存

している場合はＦ男やＧ子は相続人

とはならない。
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妻

Ｅ子

父

Ａ男
母

Ｂ子

兄

Ｃ男
夫

Ｄ男

祖父

Ｋ男
祖母

Ｌ子

父

Ａ男

祖父

Ｍ男
祖母

Ｎ子

母

Ｂ子

妻

Ｅ子
兄

Ｃ男
夫

Ｄ男

（２）事例（１）とは異なり、被相続人に子や孫がいない場合、法定相続人は配偶者と被相続

人の尊属である父母が相続人となります（民法８９０条及び８８９条）。父母が死亡していて、そ

の父母（つまり祖父母）のうち１名でも生存している場合は、配偶者と祖父母に当たる者が

相続人となります。配偶者と第２順位の相続人が法定相続人である場合です。

【事例４】 相続人が配偶者と父母（直系尊属）

● Ｄ男・Ｅ子の夫婦間に子供はいない。

● 平成２４年３月１５日 Ｄ男死亡。

◎ 法定相続人は、配偶者（妻）のＥ子、Ｄ男の父Ａ男

と、母Ｂ子の３名。兄のＣ男は法定相続人とはならな

い。

※ Ｄ男ではなく兄Ｃ男が死亡した場合は、Ｃ男には配偶

者・子がいないので、法定相続人は父Ａ男と母Ｂ子の２

名となる。弟Ｄ男は法定相続人にはならない。

【事例５】 相続人が配偶者と祖父母（直系尊属）の場合

● Ｄ男・Ｅ子の夫婦間に子供はいない。

● 平成２４年３月１５日 Ｄ男死亡。

● 平成１５年１０月３０日 Ａ男死亡。

● 平成１３年９月２０日 Ｂ子死亡。

● 平成８年２月２日 Ｌ子死亡。

● 平成５年１１月２９日 Ｋ男死亡。

● 平成５年５月１日 Ｍ男死亡。

◎ 法定相続人は、配偶者（妻）のＥ子、Ｄ

男の祖母Ｎ子との２名。兄のＣ男は法定相

続人とはならない。

（３）事例（１）（２）とは異なり、被相続人に子や孫がおらず、第２順位の相続人もいない場

合、法定相続人は配偶者と被相続人の兄弟姉妹が相続人となります（民法８９０条及び８８９

条）。兄弟姉妹が死亡していて、その子（つまり甥姪）がいる場合は、その者が相続人とな

ります。配偶者と第３順位の相続人が法定相続人である場合です。
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父

Ａ男
母

Ｂ子

夫

Ｄ男
姉

Ｐ子
兄

Ｃ男
妻

Ｅ子

夫

Ｄ男
妻

Ｅ子
兄

Ｃ男
姉

Ｐ子

父

Ａ男
母

Ｂ子

姉の夫

Ｒ男

甥

Ｓ男
姪

Ｑ子

【事例６】 相続人が配偶者と兄弟姉妹（傍系血属）

● Ｄ男・Ｅ子の夫婦間に子供はいない。

● 平成２４年３月１５日 Ｄ男死亡。

● 平成１５年１０月３０日 Ａ男死亡。

● 平成１３年９月２０日 Ｂ子死亡。

● Ａ男の父母、Ｂ子の父母ともに３０年以上

前に死亡。

◎ 法定相続人は、配偶者（妻）のＥ子、Ｄ

男の姉Ｐ子と兄のＣ男の計３名。

【事例７】 相続人が配偶者と兄弟姉妹とその子（傍系血属）の場合

● Ｄ男・Ｅ子の夫婦間に子供

はいない。

● 平成２４年３月１５日 Ｄ男死

亡。

● 平成２０年７月１３日 Ｐ子死

亡。

● 平成１５年１０月３０日 Ａ男死

亡。

● 平成１３年９月２０日 Ｂ子死

亡。

● Ａ男の父母、Ｂ子の父母ともに３０年以上前に死亡。

◎ 法定相続人は、配偶者（妻）のＥ子、Ｄ男の兄のＣ男と亡くなった姉Ｐ子の子Ｓ男とＱ子の

計４名。Ｐ子の夫Ｒ男は相続人にはならない。

４ 遺産分割協議と法定相続分
被相続人が法的に有効な遺言書を遺している場合には、その遺言内容により遺産を相続するこ

ととなりますが、遺言書がない場合や、法的に有効でない場合には、法定相続人による話し合い

で、誰がどの財産を相続するかを決めることとなります。この話し合いのことを、「遺産分割協

議」といい、確定した内容を書面にしたものを「遺産分割協議書」といいます。相続人が複数い

る場合、個々の財産を相続人の人数で均等としても、ある特定の財産を一人の者だけが相続して

も、相続人全員が同意していれば協議は成立します。

一方、上記３で説明した配偶者と第１順位、第２順位、あるいは第３順位の各相続人が相続人

である場合、民法では法定相続分というものが定められており（民法９００条及び９０１条）、配偶者

の相続分が、２分の１、３分の２、４分の３と、場合ごとに定められています。事例１から事例

７までの法定相続分を以下に表してみます。

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２１９／本文　※柱に注意！／０１２～０２１　経営のアドバイス  2014.09.17 16.53.48  Page 16 



経営のアドバイス

― １７ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１４年１０月号

夫

Ａ男
妻

Ｂ子

長男

Ｃ男
二男

Ｄ男

Ｅ子

二男の長男

Ｆ男
二男の長女

Ｇ子

夫

Ａ男
妻

Ｂ子

長男

Ｃ男
二男

Ｄ男

長女

Ｊ子

前妻

Ｈ子

Ｅ子

二男の長男

Ｆ男
二男の長女

Ｇ子

夫

Ａ男
妻

Ｂ子

長男

Ｃ男
二男

Ｄ男

《事例１》 相続人が配偶者と子供の場合は、配偶者が２分の１、残りの２分の１を直系卑

属が均等な相続分を有する。

● 妻 Ｂ子 は２分の１

● 長男Ｃ男は、２分の１×２分の１＝４分の１

● 二男Ｄ男も同様に４分の１

《事例２》 事例１と同様に、配偶者が２分の１、残りの２分の１を直系卑属（Ｃ男とＤ

男）が均等な相続分を有するという考えにもとづき、Ｆ男とＧ子がＤ男分を相続

する。

● 妻 Ｂ子 は２分の１

● 長男Ｃ男は、２分の１×２分の１＝４分の１

● 二男Ｄ男が生存していれば４分の１が相続分であり、

その４分の１をＦ男とＧ子が均等な相続分を有すること

となるので、Ｆ男は４分の１の×２分の１＝で８分の

１、Ｇ子も同様に８分の１が法定相続分。

◆ Ｆ男やＧ子は未成年であっても法定相続分を有する。

《事例３》 事例１と同様に、配偶者が２分の１、残りの２分の１を直系卑属（Ｃ男とＤ男

とＪ子）が均等な相続分を有する。

● 妻 Ｂ子 は２分の１

● 長男Ｃ男は、２分の１×３分の１

（Ａ男の子は３人なので）＝６分の

１

● 二男Ｄ男も同様に６分の１

● 前妻Ｈ子との子Ｊ子も同様に６分

の１

※ Ｆ男とＧ子は、Ｄ男が死亡してい

ないので法定相続人ではない。
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妻

Ｅ子

父

Ａ男
母

Ｂ子

兄

Ｃ男
夫

Ｄ男

祖父

Ｋ男
祖母

Ｌ子

父

Ａ男

祖父

Ｍ男
祖母

Ｎ子

母

Ｂ子

妻

Ｅ子
兄

Ｃ男
夫

Ｄ男

父

Ａ男
母

Ｂ子

夫

Ｄ男
姉

Ｐ子
兄

Ｃ男
妻

Ｅ子

《事例４》 相続人が配偶者と被相続人の尊属の場合は、配偶者が３分の２、残りの３分の

１は直系尊属が均等な相続分を有する。

● 妻 Ｅ子 は３分の２

● 父Ａ男は、３分の１×２分の１＝６分の１

● 母Ｂ子も同様に６分の１

《事例５》 事例４と同様に、配偶者が３分の２、残りの３分の１を父方の祖父母と母方の

祖父母が相続分を有する。

● 妻 Ｅ子 は３分の２

● 生きておられるのがＮ子ただ一人なの

で、Ｎ子の相続分は３分の１

《事例６》 相続人が配偶者と被相続人の兄弟姉妹の場合は、配偶者が４分の３、残りの４

の１を傍系血族が均等な相続分を有する。

● 妻 Ｅ子 は４分の３

● 姉Ｐ子は４分の１×２分の１（Ｄ男の兄

弟姉妹はＰ子とＣ男の２人だから）＝８分

の１

● 兄Ｃ男も同様に８分の１
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夫

Ｄ男
妻

Ｅ子
兄

Ｃ男
姉

Ｐ子

父

Ａ男
母

Ｂ子

姉の夫

Ｒ男

甥

Ｓ男
姪

Ｑ子

長女

Ｊ子

前妻

Ｈ子
夫

Ａ男
妻

Ｂ子

長男

Ｃ男
二男

Ｄ男

《事例７》 事例６と同様に、配偶者が４分の３、残りの４分の１を傍系血族（Ｐ子とＣ

男）が均等な相続分を有するという考えにもとづき、Ｓ男とＱ子がＰ子分を相続

する。

● 妻 Ｅ子 は４分の３

● 兄Ｃ男は４分の１×２分の

１＝８分の１

● 姉Ｐ子が生存していれば８

分の１が相続分であり、その

８分の１をＳ男とＱ子が均等

な相続分を有することとなる

ので、Ｓ男は８分１×２分の

１＝１６分の１。Ｑ子も同様に

１６分の１が法定相続分。

５ 相続の発生と相続財産
１で先述しましたとおり、相続は死亡によって発生します。法的に有効な遺言書があれば遺言

内容による分割等が行われます。ない場合は、死亡と同時に、故人の財産は相続人の共有状態に

なります。この共有状態の財産を法定相続してもよいのですが、一般的には相続人間で協議をお

こない、各別に相続人を定めることが多いのが実情です。具体的なお話の方が分かり易いと思い

ますので、以下に例を示します。

事例３で挙げました、相続人が４名を例に挙げます。（図は相続人に関する部分のみ）

亡くなったＡ男には

① 自宅の土地と建物

② Ａ男が社長となっている会社の自社株式６００株

③ 甲銀行の預金 １８００万円

④ 乙銀行の預金 １２００万円

の相続財産があり、負債等のマイナスの財産はな

かったとします。

法定相続分を表にまとめると以下のようになります。
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Ｂ子 Ｊ子 Ｃ男 Ｄ男

土地建物 １／２ １／６ １／６ １／６

自社株式 ３００株 １００株 １００株 １００株

甲の預金 ９００万円 ３００万円 ３００万円 ３００万円

乙の預金 ６００万円 １００万円 １００万円 １００万円

Ｂ子 Ｊ子 Ｃ男 Ｄ男

土地建物 すべて なし なし なし

自社株式 なし なし ６００株 なし

甲の預金 ４００万円 ５００万円 ４００万円 ５００万円

乙の預金 なし ４００万円 ４００万円 ４００万円

このように分割（遺産分け）をしてももちろん構わないのですが、例えば

ア Ｂ子の考え：自宅は引き続き私が住むことになるので、土地建物の名義は私としたい。

イ Ｃ男の考え：父の会社を引き継いで経営したいので、他はともかく株式全てを引き継ぎ

たい。

ウ Ｄ男の考え：既に結婚して別に住まいがあるし、会社を引き継ぐ気もない。

エ Ｊ子の考え：父母離婚後、父とは疎遠になった。母も既に亡くなっている。不動産や株

はいらない。

と４人がそれぞれ自分の考えを主張し、話し合いの結果

という内容で話し合いがまとまった場合、Ｂ子の相続内容を見ると、土地建物については、法

定相続分は２分の１ですが、協議によって１００％を所有することとなります。逆に株式やＢの預

金については、法定相続分の３００株や６００万円を相続せず、また、甲の預金は、法定相続分９００万

円ではなく、４００万円だけを相続するというものです。でも、Ｊ子、Ｃ男、Ｄ男の３名も含めた

相続人４人全員が、上記の内容で合意していれば差し支えありません。この内容を書面に表した

ものを「遺産分割協議書」といい、この協議書に、真正を担保するために、各自署名と実印押印

を施します（別の内容で相続することを合意している場合であっても同様です。）。

上記は法定相続分と分割協議について、分かり易く説明するための例であって、実際には他の

プラスの財産やマイナスの財産があり、複雑になりますが、相続人全員の合意があれば協議成立

ということとなります。

妻は２分の１。子は残り２分の１を３人が均等

６００×１／２＝３００ （６００－３００）×１／３＝１００

１８００×１／２＝９００ （１８００－９００）×１／３＝３００

１２００×１／２＝６００ （１８００－６００）×１／３＝１００
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しかし一方、例えば

ア Ｂ子の考え：自宅はＣ男が住んで今後も守って欲しい。私は遺産をもとにサ高住へ移り

たい。

イ Ｃ男の考え：父の会社を引き継ぐつもりはない。廃業して、きれいさっぱりとしたい。

ウ Ｄ男の考え：母を最期まで看取りたいので、そのための費用とし予め多くもらいたい。

エ Ｊ子の考え：不動産や株価をきちんと評価し、私は法定相続分を現金で相続する。

と４人がそれぞれ自分の考えを主張し、話し合いがまとまらなければ、いつまでも不動産や

株式の名義変更はできず、預金の解約もストップという状態を招きます。自社株を相続する者

が定まらないとなれば、次期社長も選べないという事態もあり得ます。先に述べました、「争

族」の始まりにもなりかねません。

６ 遺言
５の遺産分割協議がまとまらず、「争族」の発生を避ける一番の方法が遺言の作成です。遺言

は、法定相続によらず、遺言者の意思によって、財産（遺産）をどのように相続させるかを定め

る法律行為です。遺書とは異なり、民法第９６０条以下に方式を始め事細かく定められています。

中でも「公正証書遺言」は、公証人が関与するので、方式の不備で遺言が無効になるおそれが全

くなく、原本が公証役場に保管されるので、遺言書が破棄されたり改ざんされたりする心配もな

く、手が不自由であっても作成することができる、などから最近その作成件数が大きく増えてい

る遺言の形態です。

７ まとめ
家族構成や財産の内容などは十人十色であり、知人に相続が発生した場合、自分と似ているか

らうちも同じと考えるのは早急です。経営者であれば、経営者としての側面と、父親（母親）と

しての側面、２つの面を持つこととなります。万一の際、事業の速やかな承継と、遺った家族の

幸福を願わない方はいらっしゃいません。皆が困らないように、迷わないようにする責任があり

ます。

以上、基本的な内容を長々と書き連ねさせていただきましたが、何か１つでも心の一隅に置い

ていただければと存じます。未来の自分、未来の会社、未来の家族を作り上げることができるの

は、他でもありません、今現在の皆様ご自身であります。
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１．シンガポールの高齢化の状況

シンガポールは急速に高齢化が進み、２０１６年には高齢化率（６５歳以上の高齢者人口が総人口に占

める割合）が１４％を超え、「高齢化社会」（高齢化率 ７％超１４％以下）から、「高齢社会」（同１４％

超）に移行する見込みです。また２０１３年の合計特殊出生率は１．２９人と日本（１．４３人）よりも少子化

が深刻化しています。※１

政府は、親との同居を奨励しており、「親の世話は子供がする」ことを両親扶養法（Maintenance

of Parents Act）として定めています。これは高齢者のケアを、国や病院ではなく、次世代がみるこ

とを前提としています。

このため、介護施設に入居する高齢者の比率は、高齢者全体の約２．５％（２０１２年）にすぎませ

ん。入居率が低位にある理由として、①１９６５年の建国以来、政策により持家を推奨し、住む場所は

確保されていること、②病気ではない家族をホームに入居させることに社会的な抵抗があること、

③外国人家政婦を雇用しやすい環境にあること、などがあげられます。共働き世帯では、外国人家

政婦を雇用し自宅内で親世代のケアをする人も少なくありません。

２．医療・介護制度と介護ビジネス参入の可能性

シンガポールの医療制度は、中央積立基金（Central Provident Fund：CPF）といわれる強制的な

社会保障貯蓄制度を中心に、国民の「自助努力」を原則として成り立っています。医療費の政府負

担は少なく、自己負担割合が大きいため、収入に応じて民間の医療保険に入るケースが多く、医療

格差は大きいのが実態です。

ボランティア福祉団体の活動も活発であり、内外資にかかわらず営利を目的とする民間企業の介

護ビジネスへの参入は限定的となっています。社会的な背景から「介護」を産業とみなしてこな

かったことが理由のひとつです。外資の医療・介護業界への参入に大きな障壁はありませんが、保

健省からのライセンスの取得は必要です。

介護職員の９０％は外国人であり、フィリピン、中国、インド、マレーシアからの労働者が７５～

８０％を占めています。日本から参入するには、現地企業のパートナーとなる形で、ケアプランの策

定をはじめとした運営ノウハウの構築や介護人材の育成プログラム、介護支援器具を用いた効率的

なホーム運営の指導といったオペレーションスキームの輸出などは可能性があると考えられます。

アジアニュース

シンガポールにおける
ヘルスケア産業と企業進出の可能性

北洋銀行国際部 主査
（ジェトロ・シンガポール事務所派遣）

吉田 達朗

※１ Singapore Stats２０１３http : //www.singstat.gov.sg/statistics/latest_data.html＃１６
厚生労働省 人口動態統計 http : //www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/jinkou/geppo/nengai１３/index.html
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３．医療機器分野への参入方法

ヘルスケア分野及び医療技術分野は、経済開発庁（Economic Development Board：EDB）により

主要奨励産業分野に指定され、税優遇などの措置があります。

シンガポールでは、健康製品法（Health Products Act）により、事業者は医療機器を製造、輸

入、販売それぞれについて免許を取得する必要があり、取扱製品ごとに健康科学庁（Health Sci-

ence Authority：HSA）へ製品登録を行う必要があります。日本から輸出する場合は、代理店を確

保するか、現地法人を設立する形で参入が可能です。ただし、すでに欧米及び現地大手企業も参入

しており、優れた代理店あるいはパートナー選定、競争力のある価格とアフターケアで展開出来る

かが鍵となるでしょう。市場を広く知り、良いパートナーを見つけるには医療関連の展示会に参加

することも有効です。シンガポールではMedical Fair Asia※２が隔年で開催され、周辺諸国を含め毎

回９千名弱の来場者があります。

４．医薬・健康食品関連分野への参入方法

シンガポールにおける健康志向は、近年非常に強くなっています。人口の７４％が中華系であり、

中国からの漢方薬や日本・台湾からの健康サプリメントなどには特に根強い人気があります。

健康サプリメントは医薬品、漢方薬、化粧品などとともにHSAの監督下に置かれ、ラベル表示お

よび安全品質基準を含む「健康サプリメント・ガイドライン」が策定されていますが、健康サプリ

メントの輸入・販売・製造にあたっては、免許は不要で、また販売前の製品登録義務も無く、輸入

業者など取扱事業者の自主管理に委ねられています。したがってシンガポールへ輸出する場合には

必ず事前に、HSAに対し、ガイドラインに抵触しないか確認する必要があると思います。

また、機能性食品など健康食品は、加工食品の一部に分類され、加工食品の輸入および販売を監

督する農食品・家畜庁（Agri-Food & Veterinary Authority of Singapore：AVA）の管轄下にありま

す。輸入業者は事前にAVAに加工食品の輸入業者として登録することが義務付けられています。

もともとシンガポールの薬事法は英国などを参考に作られており、欧米の薬やサプリメントが入

りやすい環境にあります。日本産品のシェア拡大には、効能・成分などパッケージやラベルの英語

対応が必須であり、その上で大手ドラッグストアやサプリメント専門店などへの売り込みからス

タートするのが良いでしょう。

＜参考文献＞

・「シンガポールにおける医療・社会福祉サービスに関する報告書」（２０１４年１月）

ジェトロ・シンガポール事務所

・「シンガポールにおける医療機器法規制とシステム」（２０１０年９月） ジェトロ・シンガポールセンター

※２ 世界１２７か国に拠点を有する国際的な見本市の主催者であるメッセ・デュッセルドルフ・グループが主催す
る医療・健康機器具と同サービス関連の見本市
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商品 単位 銘柄・産地 上海 大連 バンコク シンガポール サハリン

卵 ０．５kg 現地産 ４２２ ９９～１６５ ２６０ ２４９ １９４～３０４

牛乳 １リットル 現地産 ２２７～４７０
４２

（２４３ml）
１３０

２６５
（８３０ml）

１５５～２８２

じゃがいも ０．５kg 現地産 １０１～２１９ １８～１１４ １９５
９５

（アメリカ産）
６４

オレンジ ０．５kg アメリカ産 １２７ ２６６
２８６

（１個）
１２４

（１個）
１２４

（オーストラリア産）

小麦粉 １kg １３８ ２３４ １４９ ２１５ １１８

ビール
３５０ml 日本メーカーA社製 ９７ － － － －

３５０ml 日本メーカーB社製 － ９２ １５６ ３１５ ２４２

カップラーメン １個 日本メーカー製 ７９ １０９ ２４３ １３２ ４６５

ミネラルウォーター ５５０ml ２３ ２３ ２２ １２８ ４２～１０７

コーラ ３３０ml コカコーラ ３５ ４０ ４５ ７０ １０９

ハンバーガー １個
マクドナルド
ビッグマック

２８６ ２７８ ６５０ ３９０ －

タクシー初乗り ２３６ １６８ １１３ ２８２ ４２３～５６４

ガソリン １リットル レギュラー １２６ １２３ １４６ １８２ １０１

トイレットペーパー １０巻 日本製
２２１

（現地製４巻）
４６４

４５５
（現地製）

５３９
３５５

（現地製４巻）

乾電池 単三２本 米国製
１０９

（現地製）
８０

（現地製）
３０８ ２６３ １２９

洗濯洗剤 １kg 日本製
２３４

（現地製）
２００

（現地製）
３９０ ２３２ ７６１

クリーニング代 Yシャツ１枚 現地クリーニング店 １６８ ２５３ ２６０ ３３２ ５６４

電気料金 １kwh 住居用 １０ ８ ４８ ２２ ９

水道料金 １� 住居用 ３２ ５２ ３２ ９７ ９０

新聞 １部 一般紙 １６ １６ １６ ７４ ６７

バス 市内均一区間 ３３ １６～３３ ２６ ８３～１７４ ４２

地下鉄 初乗り ５０ － ７１ ９１～１９９ －

携帯

機種 iPhone５S １６G ８２，５０９ ８９，２６１ ７６，８６２ ８２，０７３ ８０，３４１

基本料金／月 ７７６ ９７９ ２，６００ ４，５０３ ４，２３０

通話料金／分 ４ ４ ２ １２ ４

映画チケット 大人１名 時間帯により変動９２８～２，３６３１，０１２～１，１８１６５０～１，４６２ ９５５ ５６４～１，２６９

現地価格調査（２０１４年９月）
（単位：円）

【調査場所】 いずれも日本製品を扱う、比較的高級なスーパーマーケット。
上海 カルフール古北店、しんせん館古北店、ローソン国際貿易中心店
大連 カルフール西安路店、ローソン森ビル店
バンコク トップス、フジスーパー
シンガポール コールドストレージ、明治屋
サハリン ユジノサハリンスク市シティモール、携帯電話ショップ「スヴィズノイ」

【換算レート】 ２０１４年８月２９日仲値
１中国元＝１６．８８円 １タイバーツ＝３．２５円 １シンガポールドル＝８３．０７円 １ロシアルーブル＝２．８２円

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２１９／本文　※柱に注意！／０２４　　　　　アジアニュース（現地価）  2014.09.17 16.55.06  Page 24 



― ２５ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１４年１０月号

企業名 本社所在地 代表者名 資本金
発行年月日 種類 金額 年限
事業内容

１

北水大協水産株式会社 様 札幌市 山崎 由紀江氏 ５千万円
平成２６年８月１２日 北洋エコボンド（銀行保証付私募債） ５千万円 ５年
昭和４３年設立の水産物、加工品の卸売業者。道内各地で水揚げされた海の幸を道内、道外へ販売してい
る。札幌市中央卸売市場内の営業所などで省エネ活動に積極的に取り組んでおり、平成２６年７月に
「さっぽろエコメンバー登録制度」に登録された。

２

株式会社イワクラ 様 苫小牧市 後藤 英夫氏 ２億円
平成２６年８月１９日 北洋エコボンド（銀行保証付私募債） ３億５千万円 ５年
大正２年創業の老舗。建材の製造・加工および住宅関連資材の製造・販売。東京・大阪など全国５か所
に支店を展開。木質廃材を主原料とした日本初のパーティクルボード「イワクラホモゲン」や木質バイ
オマスを用いた「木質ペレット」など実用性と環境負担軽減を兼ね備えた商品を多数取り扱う。

３

函館環境衛生株式会社 様 函館市 久保 俊幸氏 ４千万円
平成２６年８月２２日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ５千万円 ５年
昭和３３年設立の廃棄物収集運搬業。一般廃棄物や産業廃棄物の収集、下水道管の調査・清掃などを行っ
ている。水・紙使用量の削減、エネルギー使用量の削減、CO２排出量の削減を重要テーマに、平成２４年
１２月に「北海道環境マネジメントスタンダード」に登録し、環境保全に努めている。

４

ヤマモト食販株式会社 様 札幌市 高橋 雅裕氏 ３千１百万円
平成２６年８月２６日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ３千万円 ５年
昭和４９年設立の運送業者で、一般貨物配送の他、鶏卵の配送販売、自動車修理・販売、人材派遣業を営
む。輸送中のエコドライブに努めるなど、環境保全に配慮しており、平成２６年８月に「さっぽろエコメ
ンバー登録制度」に認証・登録された。

５

株式会社丸�三信堂 様 札幌市 服部 信吾氏 ９千４百万円
平成２６年８月２６日 北洋エコボンド（銀行保証付私募債） ５千万円 ５年
昭和４５年創業の医薬品卸・小売業者。札幌市内４か所で調剤薬局を運営している。人間に備わる自然治
癒力を促進しようという「綜合療法」の考えを提案し続け、優れた原料生薬の胃腸薬『恵命我神散』を
北海道総代理店として取り扱いしている。平成２６年７月に「さっぽろエコメンバー制度」へ登録。

６

和幸ビジネスフォーム株式会社 様 札幌市 田井 稔氏 １千万円
平成２６年８月２７日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ６千万円 ５年
昭和６０年設立の印刷業者。ビジネスフォーム印刷を中心に、日々商品開発・研究を進めている。個人情
報処理分野においては、各種証明書・処方箋・商品券等に用いられる「偽造防止＋透かし印刷技術」や
QRコード、バーコード印刷など様々な情報製品および加工製品を提供している。

７

太平石炭株式会社 様 札幌市 林 武重氏 ５千万円
平成２６年８月２８日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） １億円 ６年
昭和３５年設立の燃料販売業者で、石油製品、液化ガス、固体燃料（石炭、コークス、加工燃料）の販売を主
業としている。限りあるエネルギー資源を取り扱う企業として、省エネルギー対策など環境保全にも積極的
に取り組み、平成２６年７月に「さっぽろエコメンバー登録制度」に登録し、エコ企業として認定された。

当行が受託・引き受けした私募債発行企業の一部をご紹介します。

社債の発行が可能な企業は、一定以上の信用力を持った企業に限られており、企業規

模・財務内容・収益状況についての厳しい基準をクリアする必要があります。よって、

社債の発行を通じて財務健全性がアピールでき、対外的な信用力向上につながります。

当行では、私募債の他にも、お客さまの事業活動に必要なご資金の調達ニーズにお応えできる

よう、各種商品・サービスをご用意してサポートいたします。詳しくは、北洋銀行の本支店へお

問い合わせください。

私募債発行企業のご紹介

８月の私募債発行企業

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２１９／本文　※柱に注意！／０２５　　　　　私募債発行企業のご紹介  2014.09.17 16.55.39  Page 25 



年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年度 ９９．９ ３．３ ９９．４ ８．８ ９９．７ ２．９ ９９．２ ８．４ ９６．６ △０．２ ９２．１ △１．９
２３年度 １０１．５ １．６ ９８．７ △０．７ １０２．５ ２．８ ９７．７ △１．５ １０４．６ ８．３ １０３．２ １２．１
２４年度 ９９．６ △１．９ ９５．８ △２．９ １００．３ △２．１ ９５．９ △１．８ １０２．８ △１．７ １００．１ △３．０
２５年度 １０１．３ １．７ ９８．９ ３．２ １０１．５ １．２ ９８．７ ２．９ ９９．９ △２．８ ９８．７ △１．４

２５年４～６月 １００．４ ０．１ ９６．１ １．６ １００．１ △１．６ ９５．５ △１．０ １０６．９ １．１ １０７．６ ０．４
７～９月 １０１．１ ０．７ ９７．８ １．８ １０１．２ １．１ ９６．６ １．２ １０６．５ △０．４ １０７．５ △０．１
１０～１２月 １０１．９ ０．８ ９９．６ １．８ １０２．５ １．３ ９９．１ ２．６ １０７．５ ０．９ １０５．５ △１．９

２６年１～３月 １０１．９ ０．０ １０２．５ ２．９ １０２．６ ０．１ １０３．７ ４．６ １０２．７ △４．５ １０５．７ ０．２
４～６月 ９７．０ △４．８ r ９８．６ △３．８ ９４．０ △８．４ ９６．７ △６．８ r１０２．５ △０．２ r１１０．６ ４．６

２５年 ７月 １０１．０ ０．９ ９７．６ ２．７ １０１．３ ３．４ ９６．０ １．６ １０５．４ △１．４ １０８．４ ０．７
８月 １００．７ △０．３ ９７．１ △０．５ １００．５ △０．８ ９６．１ ０．１ １０６．５ １．０ １０７．６ △０．７
９月 １０１．６ ０．９ ９８．６ １．５ １０１．９ １．４ ９７．７ １．７ １０６．５ ０．０ １０７．５ △０．１
１０月 １０１．４ △０．２ ９９．２ ０．６ １００．９ △１．０ ９９．０ １．３ １０８．１ １．５ １０７．２ △０．３
１１月 １０１．８ ０．４ ９９．５ ０．３ １０３．０ ２．１ ９９．１ ０．１ １０７．４ △０．６ １０５．７ △１．４
１２月 １０２．５ ０．７ １００．０ ０．５ １０３．６ ０．６ ９９．３ ０．２ １０７．５ ０．１ １０５．５ △０．２

２６年 １月 １０３．２ ０．７ １０３．９ ３．９ １０４．３ ０．７ １０４．４ ５．１ １０６．１ △１．３ １０５．１ △０．４
２月 １００．３ △２．８ １０１．５ △２．３ １０１．８ △２．４ １０３．４ △１．０ １０６．０ △０．１ １０４．２ △０．９
３月 １０２．２ １．９ １０２．２ ０．７ １０１．８ ０．０ １０３．２ △０．２ １０２．７ △３．１ １０５．７ １．４
４月 ９６．１ △６．０ ９９．３ △２．８ ９２．６ △９．０ ９８．０ △５．０ １０３．５ ０．８ １０５．２ △０．５
５月 ９８．７ ２．７ １００．０ ０．７ ９６．０ ３．７ ９７．０ △１．０ １０３．６ ０．１ １０８．４ ３．０
６月 r ９６．２ △２．５ r ９６．６ △３．４ ９３．３ △２．８ ９５．２ △１．９ r１０２．５ △１．１ r１１０．６ ２．０
７月 p９８．２ ２．１ p９６．８ ０．２ p９５．７ ２．６ p９５．９ ０．７ p１０２．５ ０．０ p１１１．５ ０．８

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

大型小売店販売額
大型店計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２２年度 ９３５，２９９△２．１ １９５，７８５△１．５ ２２０，２３３ △１０．５ ６７，２６７ △４．６ ７１５，０６７ １．１ １２８，５１８ ０．３
２３年度 ９４８，５４４ ０．３ １９７，００８ ０．１ ２１４，０７１ △２．８ ６７，２３１ △０．１ ７３４，４７３ １．２ １２９，７７７ ０．２
２４年度 ９４９，６５６ ０．１ １９５，５５２ △０．７ ２１１，５４７ △１．２ ６６，４９３ △１．１ ７３８，１０８ ０．５ １２９，０５９ △０．６
２５年度 ９７７，３５３ ２．９ ２０１，４３２ ２．４ ２１８，６０１ ３．３ ６８，９２４ ３．７ ７５８，７５２ ２．８ １３２，５０８ １．８

２５年４～６月 ２３４，１９０ １．６ ４７，７８１ １．４ ４９，９３７ ２．２ １５，９９２ ３．０ １８４，２５３ １．５ ３１，７８９ ０．７
７～９月 ２３２，６２１ １．４ ４８，００９ ０．５ ４９，７６８ △０．２ １５，５０４ ０．４ １８２，８５３ １．８ ３２，５０５ ０．６
１０～１２月 ２６２，６４３ １．３ ５４，２７３ １．０ ６０，８７５ ０．８ １９，２３５ １．０ ２０１，７６８ １．４ ３５，０３９ １．０

２６年１～３月 ２４７，８９９ ７．６ ５１，３６８ ６．９ ５８，０２１ １０．７ １８，１９３ １０．５ １８９，８７８ ６．７ ３３，１７５ ５．０
４～６月 r ２２８，５９２△２．４ ４６，９１８△２．５ ４６，０６３ △７．８ １５，１２５ △５．４ r １８２，５２９ △０．９ ３１，７９２ △１．１

２５年 ７月 ７９，９２９△０．７ １７，１２７△０．７ １７，９１４ △４．９ ６，０４１ △２．７ ６２，０１５ ０．６ １１，０８６ ０．４
８月 ７８，９３３ ２．０ １５，８２３ ０．９ １５，６８４ １．３ ４，６５３ ２．４ ６３，２４９ ２．２ １１，１７０ ０．２
９月 ７３，７５９ ２．９ １５，０５９ １．７ １６，１７０ ４．０ ４，８１１ ２．５ ５７，５８９ ２．６ １０，２４８ １．２
１０月 ７７，８９０ ０．７ １５，９１１ ０．８ １７，５５５ △１．１ ５，３０３ △０．９ ６０，３３６ １．２ １０，６０８ １．６
１１月 ７９，５８５ ２．０ １６，９６３ １．２ １８，３４３ ２．４ ６，１０８ ２．１ ６１，２４２ １．９ １０，８５５ ０．８
１２月 １０５，１６８ １．１ ２１，３９９ ０．９ ２４，９７７ ０．９ ７，８２４ １．４ ８０，１９０ １．２ １３，５７５ ０．７

２６年 １月 ８０，９７０ １．９ １７，１１７ ０．７ １８，８３５ １．６ ６，０４９ ２．４ ６２，１３５ ２．０ １１，０６８ △０．２
２月 ７２，２４０ ４．２ １４，６９０ ２．４ １５，６７７ ５．２ ４，７８５ ２．５ ５６，５６４ ４．０ ９，９０５ ２．３
３月 ９４，６８８ １６．０ １９，５６２ １７．０ ２３，５０８ ２３．９ ７，３５９ ２５．０ ７１，１８０ １３．６ １２，２０２ １２．６
４月 ７２，８９４△５．７ １４，６７７ △６．１ １４，０５８ △１４．０ ４，６１１ △１０．５ ５８，８３６ △３．５ １０，０６６ △３．９
５月 ７７，３５６△０．４ １５，９２４ △０．５ １５，５６２ △４．９ ５，１１３ △２．６ ６１，７９４ ０．８ １０，８１１ ０．５
６月 r ７８，３４２ △１．１ １６，３１７△１．２ １６，４４４ △４．５ ５，４０２ △３．３ r ６１，８９９ △０．１ １０，９１５ △０．１
７月 p ８０，８１８ １．１ p １７，１７２ ０．３ p １７，６４５ △１．５ p ６，００５ △０．６ p ６３，１７３ １．９ p １１，１６７ ０．７

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■大型小売店販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ２６ ―北洋銀行 調査レポート ２０１４年１０月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２１９／本文　※柱に注意！／０２６～０２９　主要経済指標  2014.09.17 16.57.09  Page 26 



年月

コンビニエンスストア販売額 消費者物価指数（生鮮食品除く総合） 円相場
（東京市場）

日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）２２年＝１００
前 年 同
月比（％）２２年＝１００

前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２２年度 ４４７，９５１ ４．０ ８２，６５７ ４．１ ９９．９ △０．１ ９９．８ △０．８ ８５．６９ ９，７５５
２３年度 ４７７，４２６ ６．２ ８９，７５８ ７．６ １００．３ ０．４ ９９．８ ０．０ ７９．０５ １０，０８４
２４年度 ４９８，６２９ ３．２ ９５，４２３ ３．３ １００．３ ０．０ ９９．６ △０．２ ８３．０８ １２，３９８
２５年度 ５１１，４７２ ２．６ １００，１７８ ５．０ １０１．５ ０．０ １００．４ ０．８ １００．２３ １４，８２８

２５年４～６月 １２４，５２７ ２．９ ２４，３１３ ４．２ １００．８ ０．３ ９９．９ ０．０ ９８．７４ １３，６７７
７～９月 １３６，９４８ １．９ ２６，３４０ ４．３ １０１．４ １．４ １００．３ ０．７ ９８．９４ １４，４５６
１０～１２月 １２９，８０８ ２．１ ２５，３８７ ５．１ １０２．０ １．８ １００．７ １．１ １００．４５ １６，２９１

２６年１～３月 １２０，１８９ ３．６ ２４，１３７ ６．４ １０１．８ １．５ １００．６ １．３ １０２．７８ １４，８２８
４～６月 １２７，９７３ ２．８ ２５，５７４ ５．２ １０４．７ ３．９ １０３．３ ３．３ １０２．１４ １５，１６２

２５年 ７月 ４６，９５７ ３．２ ９，０１４ ４．８ １０１．０ １．２ １００．１ ０．７ ９９．７１ １３，６６８
８月 ４７，２１９ ２．３ ９，０４７ ４．３ １０１．２ １．３ １００．４ ０．８ ９７．８７ １３，３８９
９月 ４２，７７２ △０．１ ８，２８０ ３．８ １０１．９ １．５ １００．５ ０．７ ９９．２４ １４，４５６
１０月 ４３，１０３ １．７ ８，４２６ ４．６ １０１．９ １．６ １００．７ ０．９ ９７．８５ １４，３２８
１１月 ４１，８３６ ３．６ ８，１９８ ５．９ １０２．０ １．９ １００．７ １．２ １００．０３ １５，６６２
１２月 ４４，８６９ １．０ ８，７６３ ４．９ １０２．０ １．８ １００．６ １．３ １０３．４６ １６，２９１

２６年 １月 ４０，１５３ ２．４ ７，９４６ ５．４ １０１．７ １．８ １００．４ １．３ １０３．９４ １４，９１５
２月 ３７，３５７ ２．９ ７，４６８ ６．２ １０１．６ １．２ １００．５ １．３ １０２．１３ １４，８４１
３月 ４２，６７９ ５．４ ８，７２３ ７．６ １０２．１ １．５ １００．８ １．３ １０２．２７ １４，８２８
４月 ３９，５８４ １．０ ８，１１３ ４．２ １０４．４ ３．７ １０３．０ ３．２ １０２．５６ １４，３０４
５月 ４３，９５９ ４．７ ８，７７９ ６．４ １０４．８ ４．１ １０３．４ ３．４ １０１．７９ １４，６３２
６月 ４４，４３０ ２．５ ８，６８２ ４．９ １０４．９ ３．８ １０３．４ ３．３ １０２．０５ １５，１６２
７月 ４８，８３６ ４．０ ９，５２３ ５．７ １０４．８ ３．７ １０３．５ ３．３ １０１．７２ １５，６２１

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省 日本銀行 日本経済新聞社

■コンビニエンス販売額の前年同月比は全店ベースによる。 ■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２２年度 １５２，７３４ △４．６ ４６，５９２ △５．１ ６２，４６２ △５．７ ４３，６８０ △２．５ ３，７８８，３１５ △９．３
２３年度 １５７，８５８ ３．４ ４７，８０６ ２．６ ６３，７１５ ２．０ ４６，３３７ ６．１ ４，００９，９８８ ５．９
２４年度 １７６，８４７ １２．０ ４９，１４２ ２．８ ６８，５２７ ７．６ ５９，１７８ ２７．７ ４，４３９，０９２ １０．７
２５年度 １９８，９８１ １２．５ ５５，５４１ １３．０ ６９，６１５ １．６ ７３，８２５ ２４．８ ４，８３６，７４６ ９．０

２５年４～６月 ４６，４４５ △０．９ １２，２８２ △０．９ １７，５５７ △４．２ １６，６０６ ２．８ ９９５，６９８ △７．５
７～９月 ４９，６３９ ８．４ １３，１６８ ０．５ １８，０９８ △１．０ １８，３７３ ２７．６ １，１５８，６３２ １．７
１０～１２月 ４１，４３３ ２０．５ １１，８２７ ２８．１ １３，６９７ ０．１ １５，９０９ ３８．７ １，０９２，３０６ ２０．３

２６年１～３月 ６１，４６４ ２３．４ １８，２６４ ２６．７ ２０，２６３ １１．２ ２２，９３７ ３３．７ １，５９０，１１０ ２０．９
４～６月 ４３，８５５ △５．６ １１，３８４ △７．３ １６，１０３ △８．３ １６，３６８ △１．４ ９７６，４３７ △１．９

２５年 ７月 １８，８６２ ０．６ ４，９０８ △３．９ ７，３９６ △５．２ ６，５５８ １２．３ ４０１，９３７ △９．７
８月 １２，７９７ ３．１ ３，４６０ △２．６ ４，６２１ △０．７ ４，７１６ １２．０ ３１０，６９１ △１．６
９月 １７，９８０ ２３．０ ４，８００ ８．０ ６，０８１ ４．３ ７，０９９ ６３．５ ４４６，００４ １８．１
１０月 １４，０６１ １４．３ ３，８６３ ２３．７ ５，２０４ ２．６ ４，９９４ ２１．５ ３５４，４９６ １８．４
１１月 １４，８５８ １７．９ ４，２５５ ２４．３ ４，８３２ △２．３ ５，７７１ ３６．３ ３７８，５９６ １６．７
１２月 １２，５１４ ３１．９ ３，７０９ ３８．０ ３，６６１ △０．２ ５，１４４ ６４．６ ３５９，２１４ ２６．５

２６年 １月 １５，４１２ ３８．１ ４，６１７ ５０．５ ４，８３６ ２４．４ ５，９５９ ４１．７ ４３３，６１６ ３０．６
２月 １７，９２４ ２８．８ ５，１６９ ３１．３ ５，７１１ １６．４ ７，０４４ ３９．０ ４９０，５０９ １８．８
３月 ２８，１２８ １３．８ ８，４７８ １４．４ ９，７１６ ３．１ ９，９３４ ２６．０ ６６５，９８５ １６．７
４月 １３，３７０ △９．４ ３，３５５ △１３．３ ５，０５３ △１４．５ ４，９６２ △０．４ ２９２，８２５ △５．１
５月 １３，４８２ △２．８ ３，５１４ △６．９ ４，４８２ △９．６ ５，４８６ ６．６ ３０４，３７０ △１．３
６月 １７，００３ △４．５ ４，５１５ △２．７ ６，５６８ △１．８ ５，９２０ △８．６ ３７９，２４２ ０．１
７月 １８，００２ △４．６ ５，０１４ ２．２ ７，０７４ △４．４ ５，９１４ △９．８ ３９１，３７６ △２．６

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（２）

― ２７ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１４年１０月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２１９／本文　※柱に注意！／０２６～０２９　主要経済指標  2014.09.17 16.57.09  Page 27 



年月

新設住宅着工戸数 公共工事請負金額 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２２年度 ２９，９２２ ８．４ ８，１９０ ５．６ ８１９，４４０ △１２．６ １１２，８２７ △８．８ ８４，４８０ ９．１
２３年度 ３１，５７３ ５．５ ８，４１２ ２．７ ７４９，５８３ △８．５ １１２，２４９ △０．５ ８９，７４２ ６．２
２４年度 ３５，５２３ １２．５ ８，９３０ ６．２ ７７６，４３１ ３．６ １２３，８２０ １０．３ ８７，０２６ △３．０
２５年度 ３４，９６７ △１．６ r９，８７３ １０．６ ９４７，７８０ ２２．１ １４５，７１１ １７．７ ９７，０３０ １１．５

２５年４～６月 ９，７８９ ５．５ ２，４１３ １１．８ ３５０，１８８ １９．９ ４０，７００ ２５．２ ２２，８４９ ６．４
７～９月 １０，４８４ ３．９ r２，５７７ １３．５ ３５１，７８９ ２９．０ ４３，２２７ ２２．５ ２４，１７５ ９．６
１０～１２月 ９，６８５ △９．６ ２，７１３ １２．９ １２４，２５３ １３．２ ３２，４８１ ５．０ ２３，００６ １３．３

２６年１～３月 ５，００９ △７．９ ２，１６９ ３．４ １２１，５５０ １９．４ ２９，３０３ １６．８ ２７，００１ １６．４
４～６月 ８，９１５ △８．９ ２，１８８ △９．３ ４２２，００４ ２０．５ ４６，５６３ １４．４ ２２，７５１ △０．４

２５年 ７月 ３，１００ △６．７ r ８４８ １２．４ １６０，２０２ ４７．８ １５，７２５ ２９．４ ７，１３６ ６．５
８月 ３，４８６ ０．４ ８４３ ８．８ １０３，６２８ ７．６ １２，２６７ ７．９ ７，０６０ １０．３
９月 ３，８９８ １８．１ ８８５ １９．４ ８７，９５９ ２９．１ １５，２３５ ２９．４ ９，９７８ １１．４
１０月 ３，６１２ △１６．１ ９０２ ７．１ ６６，５９１ ９．５ １４，２０５ ３．５ ７，３４２ １７．８
１１月 ２，５２０ △２８．３ ９１５ １４．１ ３５，６０８ ２１．８ ９，４１６ ４．９ ７，７３４ １６．６
１２月 ３，５５３ ２２．８ ８９６ １８．０ ２２，０５４ １１．７ ８，８６０ ７．５ ７，９３０ ６．７

２６年 １月 １，２６６ △１０．０ ７７８ １２．３ １０，２３３ △１９．３ ７，７７６ ２８．８ ６，６０３ ２３．６
２月 １，３２２ △１１．６ ６９７ １．０ １３，１５８ △２５．９ ６，９５９ ３．７ ７，００４ １０．８
３月 ２，４２１ △４．５ ６９４ △２．９ ９８，１５９ ３７．５ １４，５６８ １８．１ １３，３９３ １６．１
４月 ３，２３６ △３．３ ７５３ △３．３ １６１，５４３ ５０．５ １７，５８３ １０．０ ８，１７１ １７．６
５月 ２，５５９ △１１．１ ６７８ △１５．０ １２５，１９６ ７．９ １３，１２６ ２１．１ ６，４１４ △１４．３
６月 ３，１２０ △１２．５ ７５８ △９．５ １３５，２６５ ６．６ １５，８５５ １４．３ ８，１６６ △３．０
７月 ２，９５３ △４．７ ７２９ △１４．１ １２３，４３０ △２３．０ １６，２７３ ３．５ ７，２１６ １．１

資料 国土交通省 北海道建設業信用保証�ほか２社 内閣府

■「r」は修正値。 ■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

来道客数 有効求人倍率 完全失業率 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上）（常用）

北海道 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

千人 前 年 同
月比（％）

倍
原数値

％
件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％）原数値

２２年度 １１，２１９ △３．２ ０．４１ ０．５１ ５．２ ５．０ ４５６ △６．７ １３，０６５ △１１．３
２３年度 １０，７９１ △３．８ ０．４６ ０．６２ ５．２ ４．５ ４６４ １．８ １２，７０７ △２．７
２４年度 １１，７２２ ８．６ ０．５７ ０．７４ ５．１ ４．３ ４３２ △６．９ １１，７１９ △７．８
２５年度 r１２，２７５ ４．７ ０．７４ ０．８７ ４．５ ３．９ ３３３ △２２．９ １０，５３６ △１０．１

２５年４～６月 ２，８５２ ６．０ ０．６２ ０．７４ ５．１ ４．２ ９６ △２２．６ ２，８４１ △９．１
７～９月 r ３，８３０ ３．９ ０．７４ ０．８４ ３．７ ４．０ ７６ △２９．６ ２，６６４ △８．９
１０～１２月 ２，９４５ ４．１ ０．８０ ０．９４ ４．４ ３．７ ６９ △２３．３ ２，５７１ △１１．０

２６年１～３月 ２，６４８ ５．３ ０．８１ １．００ ４．６ ３．７ ９２ △１６．４ ２，４６０ △１１．５
４～６月 ２，８３０ △０．８ ０．７７ ０．８９ ４．１ ３．７ ７７ △１９．８ ２，６１３ △８．０

２５年 ７月 r １，１８２ ４．９ ０．７０ ０．８０ ↑ ３．９ ２７ △１８．２ １，０２５ △０．０
８月 １，４２９ ２．９ ０．７４ ０．８４ ３．７ ４．１ ２７ △３４．１ ８１９ △１５．３
９月 １，２１９ ４．２ ０．７７ ０．８８ ↓ ３．９ ２２ △３５．３ ８２０ △１１．９
１０月 １，１１２ ３．８ ０．７９ ０．９１ ↑ ４．０ ２６ △２３．５ ９５９ △７．３
１１月 ９０７ ４．８ ０．８１ ０．９４ ４．４ ３．８ ２５ △１９．４ ８６２ △１０．５
１２月 ９２６ ３．６ ０．８０ ０．９７ ↓ ３．４ １８ △２８．０ ７５０ △１５．７

２６年 １月 ８４５ ８．６ ０．７９ ０．９９ ↑ ３．７ ３２ １４．３ ８６４ △７．４
２月 ８２７ ０．４ ０．８２ １．０１ ４．６ ３．６ ２０ △４８．７ ７８２ △１４．６
３月 ９７６ ６．８ ０．８２ ０．９９ ↓ ３．８ ４０ △７．０ ８１４ △１２．３
４月 ７８６ ０．２ ０．７６ ０．９０ ↑ ３．９ ３２ ３．２ ９１４ １．６
５月 ９９１ ０．１ ０．７６ ０．８８ ４．１ ３．６ １９ △３８．７ ８３４ △２０．１
６月 １，０５３ △２．３ ０．７９ ０．９０ ↓ ３．７ ２６ △２３．５ ８６５ △３．５
７月 １，１８０ △０．２ ０．８３ ０．９５ － ３．８ ２４ △１１．１ ８８２ △１３．９

資料 �北海道観光振興機構 厚生労働省
北海道労働局 総務省 �東京商工リサーチ

■「r」は修正値。 ■年度および四半期の
数値は月平均値。

主要経済指標（３）

― ２８ ―北洋銀行 調査レポート ２０１４年１０月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２１９／本文　※柱に注意！／０２６～０２９　主要経済指標  2014.09.17 16.57.09  Page 28 



年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２２年度 ３４２，５２７ ６．２ ６７７，８８８ １４．９ １，２２８，５４０ ２５．７ ６２４，５６７ １６．０
２３年度 ３７４，４３１ ９．３ ６５２，８８５ △３．７ １，６３６，３２７ ３３．２ ６９７，１０６ １１．６
２４年度 ４０１，４６７ ７．２ ６３９，４００ △２．１ １，６９８，５３０ ３．８ ７２０，９７８ ３．４
２５年度 ４７１，９０６ １７．５ ７０８，５７４ １０．８ １，９１４，８０３ １２．７ ８４６，１２９ １７．４

２５年４～６月 １１０，８２２ １５．５ １７５，９９６ ７．０ ４３４，６０７ １６．５ １９６，４８８ １０．３
７～９月 １１２，８５７ ２３．２ １７７，１１６ １２．７ ４４３，８５８ １６．２ ２０６，５８７ １７．５
１０～１２月 １２１，７７９ １７．２ １８１，１１０ １７．４ ５０８，８９２ １７．５ ２１８，１９６ ２４．１

２６年１～３月 １２６，４４８ １５．０ １７４，３５３ ６．６ ５２７，４４６ ３．３ ２２４，８５８ １７．６
４～６月 １０９，１１９ △１．５ １７６，１５４ ０．１ r ３０１，６５３ △３０．６ r ２０１，６９６ ２．７

２５年 ７月 ３６，６０８ ９．０ ５９，５８５ １２．２ １３２，７１９ １６．２ ６９，９１０ １９．７
８月 ３６，４４９ １４．２ ５７，８２１ １４．６ １６６，０２７ １８．６ ６７，５３５ １６．２
９月 ３９，７９９ ５２．３ ５９，７１０ １１．４ １４５，１１３ １３．８ ６９，１４２ １６．７
１０月 ４０，３０６ １．０ ６１，０３０ １８．６ １７０，７８０ １４．５ ７２，０３４ ２６．３
１１月 ３６，８５８ １５．９ ５８，９８８ １８．４ １６３，７８６ ２１．２ ７１，９９９ ２１．２
１２月 ４４，６１５ ３８．６ ６１，０９２ １５．３ １７４，３２６ １７．２ ７４，１６３ ２４．８

２６年 １月 ３３，１９３ △１．０ ５２，５２４ ９．５ ２０４，８２８ １１．４ ８０，４７４ ２５．１
２月 ４１，３４１ ４１．４ ５７，９９３ ９．８ １５４，８５９ △４．４ ６６，０４１ ９．０
３月 ５１，９１４ ９．９ ６３，８３６ １．８ １６７，７５９ １．８ ７８，３４３ １８．２
４月 ４４，７５８ １５．０ ６０，６７５ ５．１ １１６，３８１ △３０．３ ６８，８２４ ３．４
５月 ３１，４０３ △７．３ ５６，０７４ △２．７ r ９１，４７２ △４０．０ ６５，１８２ △３．５
６月 ３２，９５８ △１３．３ ５９，４０５ △１．９ ９３，８００ △１８．５ r ６７，６９０ ８．５
７月 p ３７，６１２ ２．７ ６１，９２０ ３．９ p１０３，６０１ △２１．９ p ７１，５４２ ２．３

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貸金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２２年度 １３８，０１４ ２．３ ５，９７２，６６５ ３．０ ９２，９８６ ０．３ ４，１３７，９１１ △０．６
２３年度 １４１，９５７ ２．９ ６，１０１，２２５ ２．２ ９３，８９２ １．０ ４，１７４，２９８ ０．９
２４年度 １４３，９７１ １．４ ６，２９９，５０７ ３．２ ９３，４４７ △０．５ ４，２６７，３３８ ２．２
２５年度 １４５，７５３ １．２ ６，５０８，８６９ ３．３ ９５，００５ １．７ ４，３７３，６１９ ２．５

２５年４～６月 １４２，９８３ ２．１ ６，３３９，４３４ ４．３ ９０，９７７ △０．７ ４，２４１，３２４ ２．５
７～９月 １４２，６５３ １．８ ６，３４６，０６９ ４．２ ９３，１７３ △０．３ ４，２９１，３００ ２．６
１０～１２月 １４４，３１０ ２．７ ６，３８７，８９８ ４．５ ９３，１７０ ０．６ ４，３３２，０４３ ２．８

２６年１～３月 １４５，７５３ １．２ ６，５０８，８６９ ３．３ ９５，００５ １．７ ４，３７３，６１９ ２．５
４～６月 １４５，９４２ ２．１ ６，５０８，６２０ ２．７ ９２，５４９ １．７ ４，３５５，４９１ ２．７

２５年 ７月 １４１，４５０ ２．１ ６，２８０，８７５ ４．２ ９０，８４０ △０．５ ４，２３８，６６２ ２．８
８月 １４２，８８９ ３．０ ６，２７５，３１６ ４．３ ９１，１９５ △０．１ ４，２４３，０８３ ２．９
９月 １４２，６５３ １．８ ６，３４６，０６９ ４．２ ９３，１７３ △０．３ ４，２９１，３００ ２．６
１０月 １４１，８６１ ２．１ ６，２８１，１４３ ４．３ ９２，６４９ ０．４ ４，２５４，９１９ ２．７
１１月 １４３，１２２ ３．１ ６，３２５，９４９ ４．５ ９２，２７４ ０．５ ４，２８２，０１６ ３．１
１２月 １４４，３１０ ２．７ ６，３８７，８９８ ４．５ ９３，１７０ ０．６ ４，３３２，０４３ ２．８

２６年 １月 １４１，９８８ ２．２ ６，３５４，４５９ ４．２ ９２，５４８ １．２ ４，３１０，９７７ ２．８
２月 １４２，２８６ ２．１ ６，３６０，４９１ ３．８ ９２，６０９ ０．９ ４，３１３，９４８ ２．６
３月 １４５，７５３ １．２ ６，５０８，８６９ ３．３ ９５，００５ １．７ ４，３７３，６１９ ２．５
４月 １４４，６１５ ２．０ ６，４８７，８３２ ３．１ ９３，１２６ １．０ ４，３３０，４０２ ２．６
５月 １４４，９６４ ２．４ ６，４７５，２９７ ２．５ ９３，０５１ ２．１ ４，３３４，２６４ ２．６
６月 １４５，９４２ ２．１ ６，５０８，６２０ ２．７ ９２，５４９ １．７ ４，３５５，４９１ ２．７
７月 １４４，４９７ ２．２ ６，４２４，２９９ ２．３ ９２，６７１ ２．０ ４，３４４，４５０ ２．５

資料 日本銀行

主要経済指標（４）

― ２９ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１４年１０月号
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●道内経済の動き 

●平成26年度北海道経済の見通し＜改訂＞ 

●経営者が知っておくべき相続のイロハ 

●シンガポールにおけるヘルスケア産業と企業進出の可能性 
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